
【スライドページ1】 ＜はじめに＞
 本日はご多忙の中、19年度中間決算説明会にお越し頂きまして誠にありがとうございます。
 本日は、中間決算実績についてポイントを絞ってご説明させて頂いた後、本年5月に公表し

た5ヵ年経営計画の進捗状況についてご説明させて頂きます。
 それでは 6ページをご覧下さい。
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【スライドページ6】 ＜決算総括＞
 始めに19年度中間決算概要についてご説明申し上げます。
 本業の儲けを示す連結業務純益は、海外を中心に顧客 部門が堅調に推移したことや、構

造改革への取組みによる経費減少を主因に、ETF関係損益等を含むベースで、3,408億円
と前年同期比＋99億円の増加となり、年度計画6,000億円に対して、56％の進捗となりまし
た。

 与信関係費用は、海外で戻入益を計上した一方、国内リテール部門を中心に一定の費用
が発生し前年の戻入益が転じて費用計上となりましたが、予算の範囲内で推移しておりま
す。引続き、与信費用の動向には留意して参ります。

 株式等関係損益は、政策保有株式の削減等によりETF関係損益等を除くベースで、553億
円の利益を計上しております。前年同期比では、前年に計上した大口売却の剥落影響もあ
り、減少致しました。

 この結果、親会社株主純利益は2,876億円と、前年同期比△716億円の減少となりました
が、年度計画4,700億円に対しては進捗率61％と、順調に推移しております。

 CET1比率は、現行規制の除く有価証券評価差額金ベースで10.93%です。新規制・完全適
用ベースで8.6%といずれも規制所要水準を上回り、十分な水準を確保しております。

 次にカンパニー別業績です。7ページへお進み下さい。
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【スライドページ7】 ＜カンパニー別業績＞
 カンパニー別業績の状況です。
 〈リテール・事業法人カンパニー〉は、個人資産運用が苦戦しましたが、これを昨年度の一時

損失処理効果のみならず、構造改革への取組みなどによる経費削減により打ち返し、業務
純益は前年同期並みとなりました。

 〈大企業・金融・公共法人カンパニー〉は、大口の株式配当案件の剥落や新勘定系システム
の償却開始等の収益の下押し圧力に対して、買収ファイナンス等、高採算取引を着実に取
込み、業務純益は前年並みを確保しました。

 〈グローバルコーポレートカンパニー〉は、貸出や証券におけるDCMなどが堅調に推移し、
前年同期比で大幅な増益となり、グループ全体での増益に貢献しています。

 尚、RBC・CIC・GCC・AMCの対顧4カンパニーの業務純益の合計は、2,179億円になりま
すが、これは、マイナス金利導入前の水準を上回っております。

 次のページへお進み下さい。
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【スライドページ8】 ＜カンパニー別業務純益＞
 このスライドでは、カンパニー別業績を上期計画値と比較しております。
 まず全体感ですが、粗利については、RBC以外のカンパニーは比較的堅調に推移し、経費

については全カンパニーが計画を上回って削減を進めました。業務純益は、AMC、を除き、
いずれも計画を上回る結果となっています。

 尚、GMCのバンキング部門は、前年好調だったETF関係損益が減少した一方、米金利の
低下局面を捉えた債券売買益の計上が寄与し、計画を大幅に上回りました。

 またセールス&トレーディング部門は、内外ともに債券トレーディングが牽引し、略計画通り
の進捗です。

 続いて2019年度収益計画についてご説明申し上げます。29ページへお進み下さい。
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【スライドページ29】 ＜2019年度修正計画＞
 連結業務純益計画は、当初計画に対して堅調に推移している状況を踏まえ、年度計画を

6,200億円と＋200億円上方修正いたします。
 与信関係費用は、予防的に当初計画の△600億円（の費用計上）を据え置きました。
 一方、株式等関係損益は、ETF関係損益等を除くベースで年度計画を1,400億円と△200

億円下方修正いたしました。今年度の政策保有株式の簿価削減は、ほぼ目処は立っており
ますが、上期に幾つかの銘柄で減損を計上したことや今後の景気の不透明感を踏まえた株
価下落等、一定のダウンサイドリスクを考慮致しました。

 以上の結果、2019年度の「親会社株主純利益」の業績予想は、4,700億円と据え置いてお
ります。

 尚、次のページにカンパニー別修正計画を掲載しておりますので、後ほどご覧下さい。
 それでは、32ページへお進みください。



30



31



【スライドページ32】 ＜5ヵ年経営計画の進捗＞
 ここからは今年度からスタートした5ヵ年経営計画の進捗についてご説明致します。
 この半年間は、7月には新勘定系システムの移行が完了し、また構造改革の取組み等によ

る安定収益基盤の強化や、お客さまとの間で新たなパートナーシップ構築を目指した次世
代金融への布石作りを着々と進めて参りました。

 こうした取組により、中間決算においても、少しずつ成果が現れてきているとの感触を持っ
ております。

 それでは、主要計数の状況からご説明させて頂きます。
 33ページをご覧下さい。
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【スライドページ33】 ＜主要計数＞
 まず連結ROE 19年度上期実績ですが、親会社株主純利益の上期実績をそのまま年率換

算すると、7.4％となります。尚、19年度計画の4,700百億円で計算すると、6.2%となり、目
標レンジの7～8%程度に向けては、引続き収益力や資本効率を高める必要があると認識し
ております。

 連結業務純益は先ほどご説明の通りです。
 CET1比率は、その他有価証券差額金を除く、新規制・完全適用ベースで8.6％と強化され

ています。資本政策については、後ほど詳しくご説明致します。
 政策保有株式は、19年度上期に簿価ベースで△376億円削減致しました。22年3月末迄の

削減目標△3,000億円に対する進捗率は13％ですが、応諾ベースを含めると今年度の簿
価削減は、ほぼ目処は立っており、引続き目標達成に向けて取り組んで参ります。

 34ページへお進み下さい。
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【スライドページ34】 ＜抜本的構造改革の進捗＞
 続きまして、抜本的構造改革の進捗状況です。
 本年7月の新勘定系システム移行の完了を受け、構造改革を加速させており、人員・拠点

数・経費のいずれにおいても、概ね計画通り、順調に進捗しております。
 人員につきましては、必要な新規採用は継続致しますが、17年度末対比で21年度迄に累

計約8千人減少し、19年度中に約3千人削減する見込みです。
 国内拠点数は、21年度までに累計100拠点削減する計画ですが、19年度末迄に累計38拠

点削減する見込です。
 経費は新勘定系システム関連償却費を除くベースで、21年度末までに△1,200億円削減す

る計画に対して、円高による経費削減効果を除いても19年度末までに累計△590億円削減
する見込みです。

 続きまして、35ページへお進み下さい。
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【スライドページ35】 ＜連結業務純益＞
 ここでは、連結業務純益の状況をご説明致します。
 スライド下から、「安定収益」、ボラティリティが相対的に高い「アップサイド収益」及び、「バン

キング」に分けて、収益構造の変化を示しています。
 19年度上期は、個人資産運用や株式の配当等の粗利減少を、法人ソリューション収益や

決済・為替等の増加で打ち返し、加えて経費の着実な削減や、安定収益の向上により業務
純益を改善しました。

 36ページへお進み下さい。
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【スライドページ36】 ＜経費＞
 次に経費削減についてご説明します。
 19年度上期は、人員スリム化、システム構造改革、TCSB非連結化等の構造課題への対

応による経費減少により、新勘定系システム償却を含む注力分野への投資等の経費増加
要因を吸収し、概ね順調に経費削減が進んでいます。

 下期は新勘定系システム償却がフルに効いてくる等、経費増加要因もありますが、今後も、
構造改革を加速しながらも、成長に繋がる注力分野への投資はしっかり行い、事業ポート
フォリオ毎にメリハリのある経費運営を目指します。

 次に資本政策についてご説明させて頂きます。37ページへお進み下さい。
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【スライドページ37】 ＜資本政策＞
 19年9月末のCET1比率は、新規制・完全適用ベースで8.6%になります。これは、右図でお

示ししているオレンジ色の点に位置します。
 これまでの資本基盤の充実や矢印でお示ししているヘッジ効果により、ストレス下において

も、規制水準を確保できるレベルまで資本が強化されつつあることを示しております。
 今後、早期に成長戦略実現、さらには株主還元拡充に向けた資本活用フェーズへの転換を

目指し、引続き資本水準の向上に努める方針です。
 なお、「普通株式一株当たり配当」につきましては、左下に記載の通り、一株あたり年間7円

50銭を据え置き、中間配当は3円75銭で確定しております。
 次に、ビジネス構造の改革の状況をご説明させて頂きます。38ページにお進み下さい。
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【スライドページ38】 ＜ビジネス構造改革による新たなパートナーシップの構築＞
 ビジネス構造改革では、お客さまのニーズの構造的変化に対応して「新たなパートナーシッ

プ」を構築して参ります。 その為に、〈みずほ〉の強みを活かし、必要に応じて外部リソース
も駆使し、金融と非金融の融合領域を含めた「金融を巡る新たな価値」を創造いたします。

 次ページ以降で、足元の取組状況をご説明致します。
 39ページへお進み下さい。
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【スライドページ39】 ＜ライフデザインのパートナー ～人生100年時代への対応～＞
 まず人生100年時代に向けての個人やオーナーのお客さまへの対応です。資産形成や、承

継・老後の不安解消といったお客さまのライフステージに応じたニーズに対し、金融の領域
を越えて、非金融サービスにも対応して新たな価値を提供していくというのが基本的な考え
方です。

 資産形成サポートでは、この上期よりGoals-basedコンサルティングと長期分散継続投資の
促進を2つの大きな柱と据え、改めて全RMに提案力強化の研修を行いました。

 手数料収益の安定化の実現にはまだ時間を要しますが、ここに示したように資産形成商品
販売件数は着実に伸び、「イノベーティブ・フューチャー」といったお客さまのニーズに沿った
商品は大変に好評を博しています。

 右上の老後を支えるサービスでは、信託機能と異業種と連携した非金融面での介護等の
生活サポートを組み合わせた「選べる安心信託」が、お客さまのニーズをしっかり捉え、既に
信託財産は販売開始から2年で550億円に達し、従来商品の2倍のペースで増加中です。

 また、従来の他社商品よりも使い勝手を良くした「認知症サポート信託」も販売を開始しまし
た。

 承継関連ビジネスでは、ニーズのあるお客さまを特定し、グループ一体でソリューション提
案を行い、着実にビジネスが拡大しております。

 次のページへお進み下さい。
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【スライドページ40】 ＜ライフデザインのパートナー ～スマートライフの支援～＞
 次に「スマートライフの支援」です。
 左側のキャッシュレスでは、ユーザエクスペリエンスを重視し、銀行口座に紐付いたサービ

スの展開により銀行ならではの「安心・安全」と「利便性」を強みに、非接触型の「みずほ
Wallet」とQRコード型の「J-Coin Pay」を展開中です。

 J-Coin Payは、加盟店の獲得では先月より大手ドラッグストア、今月からは大手家電量販
店の各店舗での取扱いを開始した他、更に来月からは、大手コンビ二チェーン店等にて取
扱いが開始される予定です。今後は、タイミングをみたマスプロモーションや各種キャンペー
ンにより、加盟店やユーザーの獲得を加速させて参ります。

 また、12月から、企業の従業員向け経費精算に対してJ-Coinをご使用頂く、「J-Coin Biz」と
いうサービスを開始いたします。まず、12月に、〈みずほ〉での導入に加え、参画金融機関に
もお声掛けのうえスタートいたしますが、年明けからは、お取引先に対しても積極的に拡販
して参ります。

 右側のAIスコアビジネスでは、ソフトバンクと協働したJ.ScoreやLＩNEとの提携によるLine 
Creditを立ち上げました。

 留学や資格取得などのお客さまの「未来への投資」をサポートするJ.Scoreと、「日常を
ちょっと豊かにする」というコンセプトで急な出費などに対して手軽に借りられるLINE Credit
では、それぞれ位置付けは異なりますが、いずれも、提携先の顧客基盤やデータに、〈みず
ほ〉の審査ノウハウや金融サービスをインターフェイスする試みです。

 こうした取り組みは、〈みずほ〉が有する2,400万人の個人顧客に加え、ソフトバンクの4,200
万人の携帯ユーザーや、LINEの8,200万人のSNSユーザーを背景に、大きなポテンシャル
を持つものです。更に、データビジネスへの展開の布石にもなるものと考えています。
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【スライドページ41】 ＜事業展開の戦略的パートナー ～ホールセール～＞
 次は事業展開の戦略的パートナーシップの構築です。
 政策株削減によって捻出した資本余力の一部を、お客さまの事業リスクを共有する投融資

やリース等に振り向けます。
 左下は、大手住宅メーカーによる地方創生、地域活性化を狙ったホテル誘致プロジェクトを

サポートした事例です。
 みずほ銀行とみずほリースが共同でエクイティ出資することでお客さまの事業リスクを共有

し、更に、みずほ証券が財務アドバイザーとして、みずほ信託が信託受益権を受託する等、
グループ一体でサポートしております。

 右上は、イノベーション企業支援です。〈みずほ〉の強みである産業知見や顧客基盤を通じ
て、金融・非金融の両面から取引先の成長をサポートして参ります。

 M’s Salonは、イノベーション企業に対してネットワーキングの場を提供すると共に、事業提
携や資金調達のマッチングの他、メンターによる経営助言等による成長支援を行い、約
2,800社の会員にご利用頂いています。また同様の仕組みは、香港を中心としたグレーター
ベイエリアにおいても 既に展開を始めているところです。

 右下は、上場前のレイターステージ企業に対してエクイティ出資や経営課題の解決支援を
行う枠組みです。

 ハンズオン支援のノウハウを有するシニフィアン社と連携することで、金融・非金融両面で
のサービスを充実させ、将来のIPOやM&A等の更なる金融ビジネスの獲得を目指します。

 次のページにお進み下さい。
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【スライドページ42】 ＜事業展開の戦略的パートナー ～グローバル～＞
 次に海外ビジネスです。左側、アジアのトランザクションビジネスでは、今年も権威のある賞

を数多く受賞しております。例えば、グローバル・トレード・レビュー誌が主催する「リーダー
ズ・イン・トレード2019」では、アジア・パシフィック地域のTop Tierバンクの中で、3年連続第
一位を獲得しました。

 これは、ECAファイナンスやサプライチェーンファイナンスなど当社が誇るトランザクションバ
ンキングのサービス提供力が高く評価されたものです。

 右側は、欧米の資本市場ビジネスです。強固な顧客基盤や一日の長がある銀証連携モデ
ルにより北米の投資適格社債やローンのリーグテーブルでは、非米系金融機関第3位と高
いプレゼンスを有しておりますが、セクター特性を踏まえたソリューション提案やクロスセル
の徹底によるティアアップを目指して参ります。

 尚、グローバル景気の不透明感を踏まえ、ノンインベストメントグレードについては、従来以
上に選別的なリスクの見極めや、予兆管理並びに与信管理を徹底しております。
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【スライドページ43】 ＜市場に精通したパートナー＞
 次に、市場ビジネスの状況です。
 左側のセールス＆トレーディングでは、特にデリバティブの強化について説明します。
 〈みずほ〉は、これまでセカンダリーでは現物取引主導で ビジネスを拡大して参りましたが、

ここ数年来、①プロダクツラインの強化や、②銀証一体運営の高度化、そして③プライマ
リーとの連携を一段と進め対顧フローの取込みを増強することで、デリバティブ取引におい
てもいよいよ収益化フェーズに入りました。

 右側のバンキングビジネスでは、これまで実現益を優先しすぎた局面もありましたが、今年
度からはポートフォリオ運営の高度化により、評価損益と実現益のバランスを重視するオペ
レーションへシフト致しました。これにより、いざという時に対顧収益をしっかり補完できる様
に、リスクテイク力を高めて参ります。

 それでは、次に経営基盤の改革についてご説明致しますので、44ページへお進み下さい。
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【スライドページ44】 ＜経営基盤の改革＞
 「経営基盤の改革」では、社会の変化に応じて、新たな業務スタイルヘの変革を進める上で

ここに記載の4つの重点分野において創造性や生産性を高めながら、お客さまへのサービ
ス向上に繋げております。
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【スライドページ45】 ＜新人事戦略＞
 このうち、先ず新人事戦略についてご説明します。
 社会・顧客のニーズの変化や、仕事に対する社員の意識・価値観の変化を踏まえ、今年度、

「社内外に通用する人材バリューの最大化にフォーカス」するという新人事戦略を策定し、
順次枠組みの整備を進めております。

 今般、具体的に人事制度の改定を行うと共に、必要な事項については組合との協議に着手
いたしました。

 本頁左側に記載の通り、次世代金融にふさわしい専門性の発揮を目的に、社員の柔軟な
キャリア形成を実現する枠組みとして、①兼業・副業、社内公募等、社内外での 挑戦機
会拡充を行うと共に、②グループ共通の人事プラットフォームにおける基幹職・特定職の職
系一本化やシニア人材の活用等を行います。

 そして、頁右側、こうした専門性発揮に報いる処遇への転換を実施します。専門性を高め挑
戦する従業員に、「ポスト」や「年次」ではなく、「職務」と「成果」に応じたメリハリのある処遇
を実現します。

 こうした人事制度の改定を通じ、私共〈みずほ〉自身を、次世代金融にふさわしい専門性を
持ち、またそうした専門性を存分に発揮できるモチベーションやモラルをもつ集団にして参り
ます。

 次のページへお進み下さい。

45



46

【スライドページ46】 ＜IT・デジタル～MINORI～＞
 ここでは、今年7月に移行を完了した次世代型新勘定系システム、「MINORI」についてお話

します。
 スライド左にある通り、これまでメガバンクのシステムは80年代頃に導入されたいわゆる第

3次オンラインの蜜結合のシステム構成でしたが、私共はこの古いシステムを他社に先駆け
ていわゆる疎結合のシステムに刷新しました。

 シンプルでメンテナンスが高いシステムに刷新されたことで、安全性や安定性が飛躍的に
高まった他、今後の新しい商品に対するシステム開発スピードが向上し、開発コストを大幅
に抑制することが可能になりました。

 また、お客さまにより付加価値の高いサービスを提供する上で必要な、外部APIを通じた
フィンテックやクラウド企業等外部との連携も一段と容易になりました。尚、外部API接続は、
既に累計9社13件に上ります。

 更には、この最先端の新システムを軸に、業務効率化を 加速させ、今後のビジネスの拡
大に繋がる次世代店舗の展開を下支えして参りますが、次のページ以降で具体的にご説
明します。
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【スライドページ47】 ＜チャネル ～次世代店舗～＞
 このスライドは、次世代店舗のイメージ図になります。
 これまでの店舗は、主に「決済や事務手続の場」でしたが、Webやモバイルによってこれら

をより簡単かつスピーディに完結できる様にしていくことで、これからの店舗は「コンサルティ
ングの場」へ転換していきます。

 これを実現する上で、「事務効率化」と「店頭営業の強化」の2つが鍵となりますが、次の
ページで詳細をご説明致します。



【スライドページ48】 ＜チャネル～MINORI活用による次世代店舗化の加速～＞
 まず事務効率化です。新勘定系システムの移行を終え、いよいよ店舗事務の削減を本格化

させて参ります。
 具体的には、19年度下期から順次店舗事務のセンター集約対象店舗を拡大し、23年度迄

に全店集約を目指します。
 加えて、店頭タブレットと新勘定系システム間の内部API 接続により、お客さまの入力情報

を直接勘定系システムに送ることで、店舗事務そのものを削減致します。これはMINORIの
特性を活かした、他社に先んじた取組となります。

 来年度には事務負担の重い口座開設や振込等の8つの定型業務の内部API接続を全店展
開して、更に22年度迄にカードローンの申込み等、13の定型業務を追加致します。

 こうした事務の大幅な削減、店頭営業人材の育成強化により人員のフロントシフトを進め、
営業体力を捻出します。来年度には約1,100名のフロントシフトを予定しています。

 また、〈みずほ〉の強みである銀信証のワンストップサービスをリモート連携の活用により20
年度までに全店展開し、対面コンサルティングを一層強化して参ります。

 65ページへお進み下さい。
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【スライドページ65】 ＜最後に＞
 最後に一言申し上げます。
 今期は、本年5月に発表した5ヵ年経営計画に基づき、3つの構造改革、即ち①「金融を巡る

新たな価値」の創出を目指すビジネスの構造改革、②安定的な収益構造や強固な財務基
盤の構築に繋がる財務構造改革に加え、 ③次世代金融を支える経営基盤の構造改革を
本格的にスタート致しました。

 7月には最先端の新勘定系システムへの移行を完了し、業務効率化や次世代店舗の本格
展開により今後のビジネスの拡大を支えるシステム基盤が構築されました。

 また、新人事戦略の発表と、具体的な人事制度の改定を通じて、社員の挑戦をサポートし、
社員一人ひとりがそれぞれの持ち場で、次世代金融にふさわしい専門性を発揮するための
態勢も順次整いつつあります。

 業績面においても、顧客部門の業務純益がマイナス金利導入前の水準を超える等、着実に
プラスの効果が現れております。

 いずれも、これまでのところは、概ね計画通り順調に進捗しておりますが、来年度以降を見
越した店舗や人の 構造改革については、この下期からがいよいよ本番であると認識してお
ります。役職員一同、投資家の皆様のご期待に応えられる様、気を引き締めて対応して参り
ます。

 皆様方さまにおかれましては、引続きのご理解とご支援をお願いして、私からのご説明を終
えたいと思います。

以上
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